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みやぎの農村 どうなる災害
どうする防災！

第2部「トークセッション」

『気候変動による自然災害に備える』
【トークセッションの流れ】

1．今後の気候変動が自然災害に及ぼす影響
2．治水政策の「総合治水」から「流域治水」への転換
3．今後の防災・減災における“みやぎ”の「流域治水」モデル
4．まとめ：今後の流域治水と農業との連携
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1．今後の気候変動が自然災害に及ぼす影響

●日本の気候変動2020－大気と陸・海洋に関する観測・予測評価報告書
：文部科学省・気象庁（2020年12月）
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出典：気候変動を踏まえた治水計画
に係る技術検討会の提言

（令和3（2019）年4月）



●気候変動が農業へ及ぼす影響
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88.085.077.673.669.480.61等米比率宮城県

(12.9)(12.8)(12.5)(12.7)(12.4)(12.3)(年平均気温)(仙台)

11.78.817.447.470.453.81等米比率香川県

(16.6)(16.9)(16.8)(16.6)(16.2)(15.8)(年平均気温)(高松)

★高温障害の例：コメの一等米比率の推移－宮城県と香川県との比較

注：１等米比率、年平均気温の数値はいずれも5カ年平均値である。また、１等米比率の単位は％、
年平均気温の数値は℃で、仙台は仙台管区気象台、高松は高松地方気象台での観測値である。
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4●近年、毎年のように全国各地で自然災害が頻発

出典：国土交通省HP



●宮城県でも：令和元年東日本台風による豪雨災害 5

出典：宮城県土木部河川課；令和元年台風第19号
の出水概要等について（2020年2月）



吉田川・大郷町中粕川地区の被害状況と復興への歩み

堤防建設，用地かさ上げ，復興へ歩む・台風19号2年
（令和3年10月4日）堤防決壊・浸水状況（令和元年10月13日）

台風19号豪雨で約100ｍにわたり決壊した吉田川の堤防は今，頑丈なコンクリートの仮堤防で覆われた．
2年前，洪水で壊れた堤防のすぐ脇にあった旧粕川小は約2.1ｍ冠水した．地区の住戸は110棟が流失
や浸水被害に遭った．旧粕川小は解体され，住宅も20棟余りが取り壊されて更地が広がる．

蛇行を繰り返し，大雨が降ると水量が一気に増えることから，吉田川は「暴れ川」と呼ばれる．仮堤防を含
む現堤防の一部を住宅地側に最大約80ｍ移す新堤防工事が進む．新堤防に隣接し，約1ｍかさ上げし
た用地には，防災避難緑地や宅地，コミュニティーセンターが2024年度までに完成する予定だ．

6●宮城県でも：令和元年東日本台風による豪雨災害

出典：河北新報記事
（2021年10月10日）



●過去に宮城県に大きな被害をもたらした台風経路

過去に宮城県に大きな被害をもたら
した台風は，2076年スーパー台風
と同じような経路をたどる

昭和22年（1947）9月カスリン台風 昭和23年9月（1948）アイオン台風 昭和61年（1986）8月台風10号

出典
：国土交通省福島河川国道事務所；
「阿武隈川 洪水記録写真集」（平成
12年3月）・「カスリン・アイオン
台風60年事業報告書」（平成21年3月）

宮城県土木部河川課；「令和元年台風第
19号の出水概要等について（2020年2月）

2076年スーパー台風（名古屋大学坪木教授）
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令和元年（2019）10月台風19号



●地球温暖化により将来予測される台風(2076年9月スーパー台風）

この台風は太平洋上を北
上し，日本に上陸する直
前でも中心気圧 880hPa
以下を維持．
この台風は太平洋上にあ
るとき，中心気圧 870～
860 hPa，最大地上風速
70～80 m/s を 4 日間維
持しほぼその強度のまま
上陸．
（名古屋大学宇宙地球環
境研究所 坪木和久教授研
究成果）
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出典：サイエンスＺＥＲＯ
「最新報告！どうなる地球温暖化」

（NHKＥテレ2013年11月30日放送）



2．治水政策の「総合治水」から「流域治水」への転換

●「総合治水」から「流域治水」へ転換の経緯

・平成30年4月：「気候変動を踏まえた治水計画に関する技術検討会」設置し、令和元年10月に提言、
令和3年4月に改訂

・令和元年10月：国土交通大臣から社会資本整備審議会会長に「気候変動を踏まえた水災害対策のあり
方について」諮問

・令和2年7月：社会資本整備審議会会長から国土交通大臣に「気候変動を踏まえた水災害対策のあり
について」答申
（＊）答申では、これまでの「水防災意識社会」を再構築する取組をさらに一歩進め

て、社会のあらゆる関係者が、意識・行動に防災・減災を考慮することが当た
り前となる、防災・減災が主流となる社会の形成を目指し、流域の全員が協働
して流域全体で行う持続可能な治水対策「流域治水」への転換が提言された。

・令和2年1月：土木学会は、「台風第19号災害を踏まえた今後の防災・減災に関する提言」を公表、
この中で「流域治水」を唱えた。

・令和3年2月：「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律案」（流域治水関連法案）を
閣議決定

・令和3年5月：「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律」（流域治水関連法）公布、
7月又は11月施行
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●気候変動を踏まえた計画へ見直し 10

出典：国土交通省HP

から



●「総合治水」から「流域治水」への転換 11

出典：国土交通省HP



●「流域治水」の基本的考え方 12

出典：国土交通省HP



●「流域治水」の施策 13

出典：国土交通省HP



●①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策～利水ダムの事前放流の取組～ 14

出典：国土交通省HP



●①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策～田んぼダム（事例）～ 15

出典：宮城県農政部農村振興課HP



農業の多面的機能の貨幣評価の試算結果
評 価 方 法評 価 額機能の種類

水田及び畑の大雨時における貯水能力を、治水ダムの減価
償却費及び年間維持管理費により評価（代替法）

3兆4,988億円/年洪水防止機能

水田かんがい用水を河川に安定的に還元する能力を、利水
ダムの減価償却費及び年間維持費により評価(代替法）

1兆4,633億円/年河川流況安定機能

水田の地下水涵養量を、水価割安額（地下水と上水道の利
用料の差額）により評価（直接法）

537億円/年地下水涵養機能

農地の耕作により抑止されている推定土壌侵食量を、砂防
ダムの建設費により評価（直接法）

3,318億円/年
土壌侵食（流出）
防止機能

水田の耕作により抑止されている土砂崩壊の推定発生件数
を、平均被害額により評価（直接法）

4,782億円/年土壌崩壊防止機能

都市ゴミ、くみ取りし尿、浄化槽汚泥、下水汚泥の農地還
元分を最終処分場を建設して最終処分した場合の費用によ
り評価（代替法）

123億円/年
有機性廃棄物分解
機能

水田によって1.3℃の気温が低下すると仮定し、夏季に一
般的な冷房を使用する地域で、近隣に水田がある地帯の冷
房料金の節減額により評価（直接法）

87億円/年気候緩和機能

家計調査のなかから、市部に居住する世帯の国内旅行関連
の支出項目から、農村地域への旅行に対する支出額を推定
（家計支出）

2兆3,758億円/年
保健休養・やすらぎ
機能

資料：「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価について（答申）日本学術会議（平成13年11月）
「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価に関する調査研究報告書」㈱三菱総合研究所（平成13年11月）
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●鳴瀬川水系流域治水プロジェクト

173．今後の防災・減災における“みやぎ”の「流域治水」モデル

出典：「鳴瀬川水系流
域治水プロジェクト2.0
～気候変動下で水害と
共生する社会をデザイ
ンする～」（令和5年8
月30日更新）
・国土交通省東北地方
整備局北上川下流河川
事務所HP



●吉田川・高城川流域を「特定都市河川」および「特定都市河川流域」に指定 18

出典：宮城県土木部河川課HP



●『吉田川モデル』・新たな「水害に強いまちづくりプロジェクト」 19

出典：国土
交通省東北
地方整備局
北上川下流
河川事務所
HP



●治水と農業が連携した河川への流出抑制及び農地冠水の早期復旧
（特定都市河川指定、排水機場群の一体管理によるコントロール（運転調整等）、貯留機能保全区域の指定等）
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出典：国土
交通省東北
地方整備局
北上川下流
河川事務所
HP


